成果有体物提供契約書
国立研究開発法人国立がん研究センター（以下「甲」という。）と○○○（以下「乙」という。）は、甲が創作し、又は取得した成果有体物（以下「本有体物」という。）を乙に提供するにあたり、次のとおり契約（以下「本契約」という。）を締結する。
（成果有体物の提供）
第1条 甲は乙に、別紙に記載のある本有体物を乙に無償で提供する。
2 甲は乙に、研究の実施に必要な本有体物に関連する情報を開示する。
３　本有体物の引渡しのために要する費用は乙が負担する。
（目的外使用の禁止）
第2条 乙は、提供を受けた本有体物を別紙に規定する使用目的以外に使用してはならない。
2 乙は、甲の事前の書面による同意なしに本有体物を第三者に提供し、又は臨床での使用等いかなる目的においてもヒトに使用してはならない。
３　乙は、関連する法令及びガイドラインに認められる範囲内で本有体物を使用するものとする。

（秘密保持）
第3条　乙は、甲より開示又は提供を受けた本有体物に関する一切の情報、資料類について、第三者に開示・漏えいしてはならない。ただし、次のいずれかに該当するものについては、本項の義務を負わない。

（１）　開示又は提供を受けた際、既に自己が保有していたことを証明できるもの

（２）　開示又は提供を受けた際、既に公知となっているもの

（３）　開示又は提供を受けた後、自己の責めによらずに公知となったもの

（４）　正当な権限を有する第三者から適法に取得したことを証明できるもの

（５）　甲から開示又は提供された情報によることなく独自に開発・取得していたことを証明できるもの

（６）　書面により事前に甲から、第三者への開示又は提供に関して同意を得たもの

（研究成果の公表等）
第4条 乙は、本有体物を使用した研究成果又は本有体物を基礎とする研究成果の公表を行うときは、甲に対し、事前に書面により公表の方法及びその内容を通知するものとする。
2 公表を行うにあたり、乙は甲から提供を受けた本有体物に係る研究成果又は本有体物を基礎とする研究成果である旨を明示するものとする。

（知的財産権の取扱い）
第5条 乙は、本有体物を使用した研究において新たな研究成果が生じたときは、速やかに甲へ通知するものとする。
２　乙は、甲から提供を受けた本有体物に関連した発明若しくは考案を出願しようとするときは、甲と事前に、権利の帰属及び持分、出願手続等について協議するものとする。
３ 甲は、乙が提供を受けた本有体物に関連して改変をなした場合には、その権利の帰属及び取扱いについて、乙と協議の上、決定するものとする。
４　乙は、本有体物に関して、甲に帰属する所有権及び知的財産権の一切の権利は、本契約に明示して定める場合を除き、乙に移転するものではないことを確認する。
（非保証）
第6条 甲が提供した本有体物は、研究開発の際に生み出された実験的・研究的性質を有するものであり、甲は乙に対し、明示又は黙示を問わず一切の保証をしないものとし、甲は乙の本有体物の使用及び保有により発生したいかなる結果についても責任を有せず、かつ、いかなる損害賠償義務（直接損害又は間接損害を問わない。）も負わない。

（契約の終了）
第7条 本契約の有効期間は、契約締結日から別紙に記載する提供期間が終了するまでとする。ただし、甲及び乙が協議の上、当該期間を延長又は短縮することができる。
2 前項の規定にかかわらず、第4条から第6条まで及び第１１条の規定は契約終了後も効力を有し、第3条の規定は契約終了後３年間、第8条についてはその義務が完了するまで、効力を有する。

（契約終了後の成果有体物の取扱い）
第8条 乙は、本契約が終了したときは、本有体物及び秘密情報について、甲の指示に従い、本有体物及び当該秘密情報が記録された書類、図面、電子記憶媒体等を廃棄し、又は返却するものとする。

　　２ 乙は、別表に定める受領者が異動又は退職する場合には甲に速やかに通知するものとし、本有体物の取扱いについては、甲の指示に従うものとする。

（契約解除）
第9条 甲又は乙は、本契約に定める義務を履行しないときは、甲又は乙の一方から本契約を解除することができる。

（誠実義務）
第10条 本契約に定めのない事項が生じたとき、又は本契約の解釈につき疑義が生じたときは、甲及び乙は誠意をもって協議するものとする。
　　（訴訟管轄）

第１１条　本契約に関する訴訟については、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。

上記を証するため本契約書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各１通を保有する。

平成　　年　　月　　日
　東京都中央区築地５丁目１番１号
甲　国立研究法人国立がん研究センター

　　＜甲の契約者＞
　　＜乙の住所＞
乙　＜乙の名称＞
　　＜乙の契約者＞
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